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東日本大震災における災害廃棄物処理の課題
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• 災害廃棄物と津波堆積物で合計約3000万トンの処理が実施。

• 混合状態、相当量の土砂を含む。

• 処理物の復興資材への活用が求められている。
– コンクリートがれきについては、RC40として破砕されたものは引き合い
が多い。

– 分別土砂は、当初は有効利用に躊躇があった。
• もともとの材料（土砂物性、仮置き状態等）、処理手法の違いによって処理物
の物性が異なる。

• 木質物や塩分の残存の可能性と、対応。
• 有害物質や放射性物質への留意。

• 復興工事で多くのインフラ整備が行われているが、品質の良いも
のをつくらないと将来の負担となる。



災害廃棄物等推計量

岩手・宮城・福島の3県で2,616万トン

災害廃棄物 1,598万トン 津波堆積物 1,018万トン
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不燃系廃棄物
1,054,700t

20.1%

津波堆積物
1,453,300t

27.7%

コンクリートがら
1,793,200t

34.1%

金属くず
231,700t

4.4%

岩手県の災害廃棄物推計量

可燃系廃棄物
570,700t

10.9%

柱材・角材
99,800t

1.9%

漁具・漁網
25,000t

0.5%

合計
525.3万t

県内一般廃棄物約
12年分に相当する量
（H22：45万t）

沿岸市町村の一般
廃棄物約58年分に
相当する量（H22：9万t）

陸前高田市の一般
廃棄物約287年分に
相当する量（H22：6千t）

相当量の土砂・不燃物
が含まれており、その
有効利用が重要

4（岩手大 大河原博士提供）



災害廃棄物の処理と有効利用に関する指針等
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環境省 （適正処理と有効利用の促進）

• 東日本大震災に係る災害廃棄物の処理指針
• 東日本大震災津波堆積物処理指針
• 東日本大震災からの復旧復興のための公共工事における災害廃棄物由来の再生資
材の活用について

国土交通省 （復興資材への活用のためのガイドライン）

• 東日本大震災からの復興に係る公園緑地整備に関する技術的指針
• 迅速な復旧・復興に資する再生資材の宅地造成盛土への活用に向けた基本的考え方
林野庁 （復興資材への活用のためのガイドライン）

• 海岸防災林造成に当たっての災害廃棄物由来の再生資材の取り扱いについて

Hill park
Dike

Tide prevention forest

SeaCanal

Sandy beach



再生資材の宅地造成盛土への活用について

盛土材料としての品質

宅地造成盛土の設計における留意事項

宅地造成盛土の施工における留意事項

迅速な復旧・復興に資する再生資材の宅地造成盛土へ
の活用に向けた基本的考え方（2012年3月、国土交通省）
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災害廃棄物処理の基本的な流れ
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収集と運搬

一次仮置き

粗選別

二次選別

仮設焼却炉での
焼却

既存の焼却施設
での焼却処理

二次仮置き

有効利用埋立処分

一次仮置場
（最大で300ヶ所以上）

二次仮置場・処理現場
（自治体ごとに1～2ヶ所など）

セメント原料とし
て利用



可燃系混合物仮置場のガス抜き管畳を堆積したところ
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津波堆積物（土砂主体）可燃系混合物

災害廃棄物の仮置場



回転ふるい（トロンメル） 手選別

重機選別 振動ふるい
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一軸破砕機

破砕選別

二次選別における工程の例

磁選別

比重差選別（水中選
別）

風力選別

可燃物不燃物分別装
置

その他



分別物の状態

可燃物（焼却施設で処理） 分別土砂（復興工事で利用）

可燃物・木くずがかなり混じった
分別物・篩下残渣

分別土砂（復興工事で利用？）
10



• 平成24年6月29日策定、平成25年2月13日改訂

• 地盤工学会地盤環境研究委員会（委員長：勝見）が監修と一
斉試験で貢献

• 分別土砂をA種、B種、篩下残渣に分類し、戦略的な有効利用
を目指している。

岩手県復興資材活用マニュアル
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分別土Ａ種
（津波堆積物由来）

分別土Ｂ種
（可燃・不燃系廃棄物由来）

115万トン 30万トン



複数の分別土砂（未分別含む）を対象に、締固め特性以外にも様々

な実験を実施。→ JGS地盤環境委員会
木くずなど可燃物を残存するものがある。可燃物残存に対する評価

手法の確立が求められている。

分別土砂の締固め特性
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は、十分に締め固ま
らない。



分別土砂の特性と基準の提示

分別土砂には、ある程度の異物（特に木くず等の可燃物）の混入が避けられ
ない。可燃物の残存による影響（分解に伴うガス・浸出水の発生と地盤沈下）
も含め、分別土砂の物性評価法と基準の確立が必要である。

資材利用側のインセンティブの向上

建設サイドでは、災害廃棄物由来の分別土を有効利用することへのインセン
ティブが弱い。切土など他資材も含めた材料のマネジメント（量、ロジスティッ
クス）の方向性を示すとともに、インセンティブ向上のための施策等取り組み
が求められる。

（他の資材との競合、タイムラグ、廃棄物であったこと、制度や予算措置の
壁）

環境的視点に縛られ過ぎない土の総合的マネジメント

分別土の利用可否の判定において、フッ素・ヒ素等の環境基準を超過するか
どうかに縛られ過ぎる傾向もみられるが、施工性・耐久性・利用環境における
環境安全性、経済合理性などの観点を踏まえた「土の総合的マネジメント」を
考慮する必要がある。

分別土砂の有効利用に関する課題・必要な取り組み
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復興事業における土砂の利用
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分別された土砂は、復興資材としての活用が進められている。

課題

復興事業で切土が発生しており、その有効利用も求められる。

土砂が不足している地域もある。

様々な復興事業・用途がある。さまざまな事業者が実施主体となっている。

運搬や貯蔵のための費用もかかる。

個々の事業レベルではなく、地域全体で資材の活用について管理運営していくこと
が必要である。

写真提供： 野口氏（泥土リサイクル協会）



災害廃棄物由来資材の利用
用途確保に苦労している。
資材としての特性⇔各用途の要求品質？
有効利用により、最終処分場の消費容量を節約できる。

発生土や副産物の利用
処分場節約の利点
ただし、輸送等による環境負荷の増大も考慮

購入土
土取り場開発による新たな自然改変、天然資材の消費が伴う。
山（土取り場）から海（工事場所）への輸送に伴う環境影響

資材の調達では部分的な視点に偏らず、環境影響を含めた様々な
観点を考慮すべきであり、より高次の土砂・復興資材マネジメントに
向けた考え方・方向性を示す必要がある。

復興に向けた資材利用マネジメント

15（国環研 肴倉氏提供）



災害廃棄物再生資材や発生土・副産物など、復興資材

の活用の方向性についての調査研究に基づき、平成25
年度内に提言をまとめる。

受託元： 国立環境研究所

事務局： 泥土リサイクル協会

岩手県、宮城県、福島県、復興庁、国土交通省、環境

省、農林水産省がオブザーバー参加
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（公社）地盤工学会 「災害からの復興における災害廃棄

物、建設副産物及び産業副産物の有効利用のあり方に関

する提言検討委員会 （略称： 復興資材提言委員会）」

復興資材活用への提言のための取り組み



復興資材活用への提言のための取り組み

17

(独)国立環境研究所
（委託先：泥土リサイクル協会）

公益社団法人
地盤工学会(JGS)

• 資材需給バランス調査
• 資材輸送環境負荷調査
• 資材輸送関係法令等調査
• 用途ごとの利用条件整理
• フィージビリティスタディ
• 提言検討委員会の運営

• 提言検討委員会の設置
• 調査結果の解釈
• 提言とりまとめ

助言、情報提供、
調査協力

助言、
オブザーバ参画

提言書

情報提供、
調査協力 委員参画

調査結果報告
提言素案の提案

がれき処理コンソーシアム
JGS東日本大震災地盤環境研究委員会
JGS 21世紀地盤環境問題研究委員会

岩手県・宮城県・福島県
（土木部局・環境部局）

復興庁・農水省・林野庁・国交省・環境省



• どの材料を使うのが環境負荷低減の観点から好
ましいのか？
– 災害廃棄物を処理した分別土砂
– 建設発生土（近隣のもの）
– 建設発生土（他県のもの）
– 購入土

• 評価対象
– 輸送 （遠方の場合は船舶輸送も考慮）

– 埋立処分の有無
– 購入土の場合は土砂採掘
– 以上、いずれについてもコストと環境負荷を評価

復興資材活用への提言のための取り組み
環境負荷の評価
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復興資材活用への提言のための取り組み
分別土砂によるモデル盛土試験

19（国環研 肴倉氏提供）

分別土砂に産業副産物を混合したモデル盛土も構築し、動態観測を実施している。



はじめに

本提言は、（公社）地盤工学会「災害からの復興における災
害廃棄物、建設副産物及び産業副産物の有効利用のあり方
に関する提言検討委員会（以下、復興資材提言委員会）」に
おいて、岩手県、宮城県、福島県、復興庁、農林水産省、国
土交通省、環境省ほか関係機関・団体からの情報提供、調
査協力、助言等のもと、とりまとめている。

内容
• 本提言の前提
• 社会基盤整備への復興資材等の利用のあり方に関する
基本方針

• 基本方針の実現を目指すために必要な取り組み

災害からの復興における社会基盤整備への復興資材等
の利用のあり方に関する提言（案）（委員会で検討中）

20



• 我が国における循環型社会の構築に向けてのこれまでの
取り組み。建設リサイクルの取り組み。

• 2011年東北地方太平洋沖地震と大津波で大量に発生した
災害廃棄物の現状。高度選別処理の実施状況と、分別土

砂・コンクリートがらの建設資材として有用性。

• 災害復興における資材の必要性と、その確保に付随する
問題。土取り場開発による自然改変。分別土砂利用への

理解。

• 東日本大震災からの復興の取り組みの継承。

本提言の前提

21



(1) 強靭な社会基盤の整備
東日本大震災からの復興に関して現在多くの社会基盤整備事業が実施され
ているが、これらの事業では、今後再び来るであろう災害への備えも考慮し、将
来世代への負担を減らすためにも、安全で品質の良い強靭な社会基盤を残し
ていく必要がある。

(2) 復興資材等の利用の推進
社会基盤整備事業そのものが環境負荷を生じうることに鑑み、可能な限り環
境負荷を少なくする取り組みが求められる。そのために、「分別土砂」や「コンク
リート再生砕石」などの災害廃棄物を処理した材料（復興過程から産み出され
た資材であることも踏まえ、これらを「復興資材」と呼ぶ）や、発生土や産業副産
物などの循環資材を積極的に利用することが推奨される。また、資材の運搬等
による環境負荷も考慮し、地産地消を進めることが推奨される。

(3) 複数事業の総和としての最適化を目指す取り組み
復興のための社会基盤整備事業は様々な事業主体により行われている。一
方、復興資材の製造や発生土・副産物の発生も、異なる事業主体によって行わ
れている。それぞれ個別の事業の最適化を目指すだけではなく、地域で行われ
ている複数の事業の「総和としての最適化」を目指す取り組みが必要である。

社会基盤整備への復興資材等の利用のあり方に関する基本方針（案）

22



複数事業の総和としての最適化のイメージ

23



(1) 復興資材等の利用を促進する枠組・制度の整備
• 「復興資材利用原則化ルール」などの枠組み
• 関連する諸機関の連携

(2) 強靭で環境安全な土構造物の構築
• 分別土砂の特性の解明、利用用途に応じた合理的な品質基準、マニュア
ル整備

(3) 高次な「資材マネジメント」の実施
• 地域全体のマテリアルバランスと環境負荷を考慮した資材の割当のため
のマネジメント

• 上記マネジメントの適切性の評価

(4) 啓発活動と継承
• 復興資材の利用を促進するための啓発活動
• 知見の継承

基本方針の実現を目指すために必要な取り組み

24



地球環境問題

国際化

社会均衡の劣化 高度情報化

社会基盤の脆弱性

資源・エネルギー問題地球温暖化

災害多発・極端気象

少子高齢化

地域・機会等格差

国際競争

情報通信技術の発展

情報管理

国際機会の増加

国家間のコンフリクト

財政の限界
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地球環境問題

国際化

社会均衡の劣化 高度情報化

社会基盤の脆弱性

資源・エネルギー問題地球温暖化

災害多発・極端気象

少子高齢化

地域・機会等格差

国際競争

情報通信技術の発展

情報管理

国際機会の増加

国家間のコンフリクト

財政の限界

持続可能な地球社会の構築
低炭素社会
循環型社会

自然共生型社会

強靭な国土づくり

26



建設リサイクルの変遷

27

メリットのある材料を使おう

廃棄量を減らせるよう使おう

国土整備のあり方を意識し、建設リサイ
クルを建設技術（あるいは社会技術）の

一部に組み込んでいこう

現場レベル

地域レベル

国レベル

（地球レベル？）

現場内発生土利用
水硬性材料の土質改良への適用

副産物の有効利用
遭遇型地盤汚染への対応

？？？



貢 献

• 建設リサイクルの技術と制度の活用
– 発生土の利用
– 廃棄物混じり土砂への対応

課 題

• 環境安全性への合理的配慮の考え方
– 特に、自然由来の重金属など、有害物質がわずかながら基準を超えて含ま
れる場合

– トレーサビリティーも重要
• 需給のマッチングと、そのための費用負担の問題

• 利用側のインセンティブ

大災害という非常時の廃棄物処理と資源利用における課題は、平時におけ

る資源リサイクルの問題を浮き彫りにした。

復興資材の活用から見た建設リサイクルの課題と貢献

28



参考： 地盤工学会 地盤環境研究委員会の主な取り組み

(1) 「岩手県復興資材活用マニュアル」の監修
– 分別土砂等の品質評価および活用指針を提示。
– マニュアル整備に向け、委員会で一斉試験を実施。

(2) 福島県沿岸部での津波堆積物調査
– 約80 km2計158地点、計1400検体の試験。

(3) 指針・試験法の整備、提案、WEB公開
– 焼却主灰再生資材の物性評価スキーム
– ｾｼｳﾑ含有土壌の土壌洗浄法の適用性評価方法
（道路清掃土砂への対応に関し、福島県に協力）

(4) 講演会・学会誌
– 地盤工学会誌2013年2月号特集号
– 岩手県主催セミナーや学協会主催講演会

(5) 環境省・環境研究総合推進費プロジェクト
– 課題名「災害廃棄物分別土砂・篩下残渣の物性評
価と，戦略的有効利用に向けた基準化」

委員長： 勝見 武 （京都大学大学院地球環境学堂）

web: http://geotech.gee.kyoto-u.ac.jp/JGS/
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